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 前回はガイドラインの適用範囲や労働時間の考え方を確認し、原則的な始業・終業時刻の記録方法について取り上げました。今回はガイド
ラインの後半部分を紹介いたします。 

■労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置 

（４）賃金台帳の適正な調製  
使用者は、労働基準法第108条及び同法施行規則第54条により、労働者ごと

に、労働日数、労働時間数、休日労働時間数、時間外労働時間数、深夜労
働時間数といった事項を適正に記入しなければならないこと。  

また、賃金台帳にこれらの事項を記入していない場合や、故意に賃金台帳に
虚偽の労働時間数を記入した場合は、同法第120条に基づき、30万円以下
の罰金に処されること。  
（５）労働時間の記録に関する書類の保存  

使用者は、労働者名簿、賃金台帳のみならず、出勤簿やタイムカード等の労
働時間の記録に関する書類について、労働基準法第109条に基づき、３年間
保存しなければならないこと。  
（６）労働時間を管理する者の職務  

事業場において労務管理を行う部署の責任者は、当該事業場内における労
働時間の適正な把握等労働時間管理の適正化に関する事項を管理し、労働
時間管理上の問題点の把握及びその解消を図ること。  
（７）労働時間等設定改善委員会等の活用  

使用者は、事業場の労働時間管理の状況を踏まえ、必要に応じ労働時間等
設定改善委員会等の労使協議組織を活用し、労働時間管理の現状を把握の
上、労働時間管理上の問題点及びその解消策等の検討を行うこと。  

      正な申告を阻害する措置を講じてはならないこと。 また、時間外労働時間 
      の削減のための社内通達や時間外労働手当の定額払等労働時間に係る 
      事業場の措置が、労働者の労働時間の適正な申告を阻害する要因となっ 
      ていないかについて確認するとともに、当該要因となっている場合におい 
      ては、改善のための措置を講ずること。 さらに、労働基準法の定める法定 
      労働時間や時間外労働に関する労使協定（いわゆる36協定）により延長 
      することができる時間数を遵守することは当然であるが、実際には延長す 
      ることができる時間数を超えて労働しているにもかかわらず、記録上これ 
      を守っているようにすることが、実際に労働時間を管理する者や労働者等 
      において、慣習的に行われていないかについても確認すること。  

（3）自己申告制により始業・終業時刻の確認及び記録を行う場合の措置  

自己申告制によりこれを行わざるを得ない場合、使用者は次の措置を講ずる
こと。  

ア  自己申告制の対象となる労働者に対して、本ガイドラインを踏まえ、労働 
      時間の実態を正しく記録し、適正に自己申告を行うことなどについて十分 
      な説明を行うこと。 
  
イ  実際に労働時間を管理する者に対して、自己申告制の適正な運用を含め、 
     本ガイドラインに従い講ずべき措置について十分な説明を行うこと。  
 
ウ 自己申告により把握した労働時間が実際の労働時間と合致しているか否 
     かについて、必要に応じて実態調査を実施し、所要の労働時間の補正を 
     すること。 特に、入退場記録やパソコンの使用時間の記録など、事業場内 
     にいた時間の分かるデータを有している場合に、労働者からの自己申告 
     により把握した労働時間と当該データで分かった事業場内にいた時間との 
     間に著しい乖離が生じているときには、実態調査を実施し、所要の労働時 
     間の補正をすること。  
 
エ 自己申告した労働時間を超えて事業場内にいる時間について、その理由 
     等を労働者に報告させる場合には、当該報告が適正に行われているかに 
     ついて確認すること。 その際、休憩や自主的な研修、教育訓練、学習等で 
     あるため労働時間ではないと報告されていても、実際には、使用者の指示 
     により業務に従事しているなど使用者の指揮命令下に置かれていたと認 
     められる時間については、労働時間として扱わなければならないこと。  

 
オ 自己申告制は、労働者による適正な申告を前提として成り立つものである。 
      このため、使用者は、労働者が自己申告できる時間外労働の時間数に上 
      限を設け、上限を超える申告を認めない等、労働者による労働時間の適 
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 今回もアベノミクスと雇用改革の第4回目として、2015年4月3日に厚生労働省から国会に提出された「労働基準法等の一部を改正する法律案」について見て
いきたいと思います。後半の「多様で柔軟な働き方の実現」の中で特に注目されえるのは「高度プロフェッショナル制度」です。 

 ３月に発表された働き方改革実行計画の政府案では残業の上限を特別な事情がある場合でも最大で月平均60時間・年720時間までとし、違反した企業に
対しては罰則規定が盛り込まれました。また、この高度プロフェッショナル制度の対象者についても健康維持制度として、会社は『年104日以上の休日』『終業
から次の始業まで一定のインターバル時間を置く』『働く時間に上限を設ける』のいずれかを導入しなければならないことになる見込みです。従って今後は企
業の労働時間管理について、ますます重要視されることになります。今後は、職場での働き方の意識改革を行うとともに労働時間の把握の方法については、
新ガイドラインに従いタイムカードやパソコンの使用時間の記録等などの客観的な方法に変更するなど、今回の法律の改正を前に管理方法の適正化を検討
されてはいかがでしょうか。 

 

特定高度専門業務・成果型労働制（高度プロフェッショナル制度）につ
いて制度のメリットと問題点として考えられているのは以下の通りです。 
 
【制度のメリット】 
 現行の裁量労働制度はうまく機能しているとは言いがたく、一方で、
報酬に関して時間ではなく成果で評価されることを希望する労働者の
数は少なくありません。この制度の導入により、労働時間と賃金のリン
クを切り離し、同じ業務を行った労働者でも残業をして仕事をする労働
者の方が給与が高くなるという問題が解決され、不公平感が解消され
ることになります。また、労働時間を弾力的にコントロールできることか
ら時間的な余裕も生まれ、趣味や家庭などに時間をあてることができま
す。 
 
【制度の問題点】 
 成果を出すまで働き続ける結果、長時間労働を余儀なくされることが
懸念されてます。当制度を適用するためには、対象労働者の同意が必
要となりますが、対象業務の拡大や年収要件の緩和も予想されますの
で、上記のような問題がより多く生じることも考えられます。 
 また、日本企業ではこれまで、個々人の職務範囲を明確化する労働
慣行があまりなかったことから、当制度適用のための労働者が従事す
る職務の内容が曖昧な場合も、長時間労働を招く恐れがあります。 
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 昨今、コンプライアンスの重要性について高まりを見せています。企業が社会的
存在である以上、社会のルールである法律や社会良識に沿った企業活動を行う
のは当然のことです。 
 コンプライアンスを直訳すると「法令遵守」となります。文字通り解釈すれば、「法
令違反をしないこと」つまり、「法律や条例を遵守すること」となります。この様な意
味だけならば、コンプライアンスなどと社会的にわざわざ取り上げる必要もなく、
誰でもわかっていることです。 
 しかし、現代の企業が「当社はコンプライアンスを重視した経営を行っています」
と言う場合には、単に法律や条例を守るだけでなく、その背景にある法の趣旨目
的や社会の良識といった「社会規範全般」、さらには社内規則や業務マニュアル
などを含めて幅広く捉え、それらを網羅的に遵守していく姿勢を表していると捉え
るべきです。言い方を変えると、コンプライアンスの意味には、「法令遵守」をも上
回る形で、社内の規程・マニュアル・企業倫理において、リスクを回避するために
どのようなルールを設定し、どのように運用するか、そしてそのような思考プロセ
ス、企業環境をどのように整備するか、なども含まれているからです。 
 
 では、コンプライアンスが重要視されるのはなぜでしょうか。 
 それは、多くのステークホルダー（株主投資家、国家行政、従業員、グローバル
海外、マスコミ、顧客・消費者、取引先、業界団体など）とリレーションを図りながら
企業活動を展開しているからです。企業はそれぞれのステークフォルダーに対し
て社会的責任があります。当社はどのような企業であり、どのような経営理念・ビ
ジョンを持ち、それに対して、どのように向き合い取組み、活動しているのか。そ
のことを各ステークフォルダーに対して、それぞれに向けたメッセージを発信し、
それぞれが忠実に支援してもらえるような関係性それ自体が、経営上重要視され
てきています。そこに不適切な発信や不適切な活動が垣間見えたときには、それ
だけで企業のイメージダウン、信用の失墜につながってしまうリスクと隣り合わせ
です。近年、社員教育の中でコンプライアンス教育の重要性の高まりがあります
が、それは企業活動は常にリスクと隣り合わせの状況にあることを社員が認識し
て行動することが求められるからです。 
 人事の関わりで言えば、「従業員（社員）」との関わりになります。社員の行動に
ついては、右記の4つのリスクが裏側にあることを認識しておく必要があります。 
 もう少しこのテーマを次回以降で深堀していきたいと思います。 

 ˲˗ ό  ̔ ̑ 

関係各所との関係における主要リスク 
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本紙に関するお問合せ、人事労務に関するご相談等は、 
下記までご連絡ください。 

 
社会保険労務士法人EOS 

東京都港区西新橋1 - 2 - 9  日比谷セントラルビル5階 
TEL: 03 - 4577 - 1849  FAX: 03 - 4577 - 1898  

 E- mail: accounting@epcs.co.jp  
 http ://www.epcs.co.jp /    
 ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽWebｻｲﾄ：     
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